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アンモニア利用の拡大に向けた道筋（資源エネルギー庁の見通し）

製
造

世界全体で消費量
は年間2億㌧、貿
易量は2,000万㌧
いずれも
グレーアンモニア

燃料アンモニアのサ
プライチェーンの構築
ハーバー・ボッシュ法
に代わるアンモニア
合成技術の確立

ブルーアンモニアの
供給拡大（産油・
ガス国と連携）

さらなるアンモニア
供給の拡大、供給
価格低減

輸
送
・

貯
蔵

小規模輸送、
貯蔵設備 大規模化・高効率化のための技術開発

燃
料
利
用

燃料用途での利用
はなし
20％混焼の実機
実証の開始

燃料アンモニア市場
の創出
20％混焼の開始、
混焼技術の海外
展開
┗混焼率向上・専焼に
向けた技術開発
（Nox抑制・収熱技
術等）

高混焼化の拡大、
専焼化の開始

石炭火力リプレース
後の専焼の拡大

現状 2030年 2030
～40年代 2050年


